
Ⅰ　はじめに～研究の背景と目的～

　近年、新しい働き方を模索する動きや、コロ

ナ禍における環境の中で、新しい働き方が検討

されている。そうした中で、現在日本において

は、各地でワーケーションに関する取組みが始

められている。ワーケーション（workation）

という言葉は、「work（仕事）」と「vacation（休

暇）」を組み合わせた造語であり、欧米ではじまっ

たとされている。観光庁では2020年に「新たな

旅のスタイル」に関する検討委員会を設置して

いる。そして、観光消費額の増加、新型コロナ

ウイルス禍における旅のスタイルの提示を目的

として、ブレジャーとともにワーケーションを

推進している。また、ワーケーションに伴う動

きとして、先進的な取組みが行われている和歌

山県と長野県が中心となり設立されたワーケー

ション自治体協議会（Workation Alliance 

Japan）１）がある。現在の参加自治体は23道県

と179市町村である２）。また、観光庁以外の省

庁でもワーケーションに対する取組みは行われ

ており、環境省では、その促進を図るため国立

公園等にある宿泊施設等への環境整備を支援し

ており、令和２年度の補正予算では３億円など

を計上した３）。同省の取り組みは、ワーケーショ

ンを通じた国立公園などの地域活性化を狙いと

している４）。さらに農林水産省も、コロナ禍に

おける「農泊」のあり方としてワーケーション

を活用した事例をあげている５）。また林野庁に

おいては、健康や観光等の分野で森林空間を活

用し、新たな雇用と収入機会を生み出す「森林

サービス産業」の創出・推進の取組の一つとし

て、ワーケーション推進を含むモデル事業の実

施を提示し６）、森林資源を生かした観光資源の

整備事業においてもワーケーション環境の整備

を支援している７）。

　企業では、日本航空（Japan Airlines）が

いち早く2017年よりテレワークを推進する働き
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などの先進的にワーケーションに取組む和歌山

県に関する事例研究がいくつかみられる。また、

メディア論、空間論の視点からワーケーション

の場に必要な要素を挙げ、ワーケーションを日

常と非日常を重ねた「セカンドオフライン」的

な行為とした松下（2018）の研究もみられる13）。

このように、いくつかの重要な先行研究がみら

れるものの、この移住・定住促進策としてのワー

ケーションの観点から論じられた研究について

は、この取組み自体が近年始められた状況もあ

り、管見の限りみられない。

Ⅲ　日本におけるワーケーションの現状

　日本におけるワーケーションの現状を考える

にあたり、まず、日本におけるワーケーション

の定義について考えてみたい。日本においては、

田中・石山（2020）が、ワーケーションの広義

の定義として「個人が主体的に価値を認めて選

択する、日常的な仕事（ワーク）に、非日常的

な余暇（バケーション）の感覚を詰め込んだ柔

軟な休暇体験と働き方」としている14）。雇用者

に限定した狭義の定義として「従業員が本人の

意思において雇用主の承認のもとに、通常指定

された勤務先や自宅以外の場所でテレワーク等

を活用して仕事と余暇を並行して行うこと」15）

を提示し、これらを組み合わせることが日本型

ワーケーションであるとしている。また、ワー

ケーション実施者が個人の休暇として行うか、

企業が従業員を地域に送りだすかの２つに区分

される。そして、観光庁ではワーケーションを

「テレワーク等を活用し、リゾート地や温泉地、

国立公園等、普段の職場とは異なる場所で余暇

を楽しみつつ仕事を行うこと」と定義し、業務

型と休暇型とに分類している16）。休暇型は福利

厚生型ともいい、有給休暇を活用して観光地等

で行うことをさす。業務型は地域の課題を共に

考える地域課題解決型、場所を変えて会議等を

行う合宿型、サテライトオフィスやシェアオフィ

スで働くサテライトオフィス型の３つに分類し

ている。そして、平成29年度から他地域に先駆

けてワーケーションの受入を行ってきた和歌山

方のひとつとして「ワーケーション」を取り入

れている８）。

　このように多方面からワーケーション事業が

始められつつあるが、ワーケーションの捉え方

は多様化しており、曖昧な部分を内包している

現状にある。そこで、まずワーケーションの定

義について検討していきたい。欧米において、

ワーケーションは「仕事とレジャーの両方を行

うハイブリットな旅行」とされており、休暇で

旅行している際に仕事を行う形の観光を主とし

たワーケーションである。日本においては、観

光を軸とした欧米型のワーケーションだけでな

く、ワーケーション実施者が地域の課題解決に

取り組むなど観光以外の要素を取り入れた日本

型ワーケーションが発展している。

　また、高齢化や人口減少という深刻な問題を

抱える地域にとって、ワーケーションは移住・

定住者を増やすための手段のひとつとして期待

されている。では、実際に移住・定住に向けて

ワーケーションの促進は有効であるのだろうか。

そのため、本研究では、自治体の移住定住促進

に向けてのワーケーションの可能性を明らかに

することを研究目的とする。具体的には、人口

減少問題が課題とされる島根県を対象とし、そ

の中でも東部の雲南市を事例地域として検証を

行いたい。

Ⅱ　日本における 

ワーケーションに関する先行研究

　日本においては先述してきたようにワーケー

ション自体が近年急速に注目されてきているこ

とから、先行研究の蓄積が多くあるとはいえな

い。そのなかでも重要なものとして、田中敦の

一連の研究が挙げられる。田中・石山の研究

（2020）では、多様に存在する日本型ワーケー

ションの定義について整理され、ワーケーショ

ンの４つのステークホルダーにおける課題が指

摘されている９）。さらに田中（2021）は、ワーケー

ションを誘致する地域の課題について研究を行

い、ワーケーションと地域との関係性を考察し

た10）。さらに、天野（2018）11）、桐明（2021）12）
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れる。それに対応して、自治体がワーケーショ

ンの受入に積極的な姿勢をみせており、その多

くが移住や定住を見据えた取り組みとなってい

る。以上のことより、４つのステークホルダー

のワーケーションに対する期待や捉え方が、そ

れぞれ異なっていることがワーケーションにお

ける課題として挙げられる。

　ワーケーションの先進地域20）として和歌山県

の取組みが重要である。和歌山県は、紀南地域

への IT 企業誘致に注力する中で、企業側から

社員の移住のハードルの高さが指摘されたこと

がワーケーション導入の背景の一つとされてい

る。現在は、関係人口の創出を目的に取組みを

行っており、和歌山県におけるワーケーション

は、導入の背景も相まって、４つのステークホ

ルダーとの連携体制が比較的整っていることが

あげられる。都市部の IT 企業を中心としたサ

テ ラ イ ト オ フ ィ ス が 整 備 さ れ て お り、

「Wakayama Workation Networks」制 度

があり、和歌山県内のワーケーション受入ビジ

ネスを行う民間企業を登録して、企業側がスムー

ズに導入できるシステムが構築されている。そ

れに加えて、首都圏とのアクセスの良好さや、

Wi-Fiの整備やワーク施設、宿泊施設といった

ハード面からの設備の体制が整っていること、

熊野古道などの魅力的な観光資源を備えている

ことも和歌山県におけるワーケーションの重要

な要素となっている。

Ⅳ　ワーケーションの可能性 

～島根県雲南市を中心に～

　つぎに、本稿の対象とする島根県を例にとり

ワーケーションの可能性を考えていく。島根県

は、人口減少や過疎問題が深刻な地域のひとつ

である。また、過疎発祥の地であるといわれる

益田市匹見町もある地域である。そのため、移

住・定住促進策が積極的に行われている地域で

もある。

　島根県雲南市は出雲市から南に約20㎞に位置

し、出雲空港から約30分の場所にある地域であ

る（図２）。観光資源として、神話や歴史に関

県は、ワーケーションを個人型ワーケーション

と出張型の２つの類型に分類している。個人型

は、主に費用負担を個人としており、在宅勤務

をはじめとする生活圏ではない地域で自由に社

員が勤務する働き方であり、出張型は企業にお

いて地域に社員を派遣しながら事業を実施し取

り組みを展開する形態としている17）。

　田中・石山（2020）では、ワーケーションの

ステークホルダーとして、図１にあるように地

域行政、関連事業者、制度導入企業、従業員（個

人）の４つが提示されている18）。

図１　ワーケーションにおける
４つのステークホルダー

田中・石山（2020）を基に筆者作成

ワーケーション

地域・行政 関連事業者
制度導入
企業

従業員
（個人）

　まず、企業においては、有給休暇の取得促進

を中心とした効果が考えられる。しかし、積極

的にワーケーションを導入している企業が多い

とはいえないのが現状である。これには、労務

管理などにおける制度の構築といった面で企業

側の負担が大きく、それに見合ったメリットが

明確ではないことが影響している。従業員には、

長期休暇が取得しやすくなること、働き方の選

択肢の増加、ストレスの軽減やリフレッシュ効

果などのメリットがあるといえる。また、観光

庁におけるワーケーションの実態調査19）によると、

ワーケーションの認知者は79％であり、そのう

ち30％が興味関心をもっているという。しかし、

実際の経験者は４％との結果が出ている。ここ

からも、ワーケーションへの取り組みの高まり

と、企業や従業員を取り巻く現実とのギャップ

がみられる。受入れ側の地域においては、関係

人口の拡大や企業との構築による地域の課題解

決、施設の活用などのメリットがあげられる。

また、不動産業界や通信事業者などのワーケー

ションに関連する事業者の事業の拡大が見込ま
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　まず、移住・定住促進策としては、図５にみ

られるように、移住者への補助金制度や子育て

世帯への補助金の拡充など生活に関する支援の

充実を図っている。また、就農支援や起業・創

業といった仕事に関する支援を行っている。こ

れには、地域課題を解決する人材を育成し、起

業などにつなげる雲南市独自のプログラムも関

連する。さらに雲南市の魅力の発信として移住・

定住に興味がある人に向けた田舎体験や UIター

ンフェアでの相談会を大都市圏にて随時おこなっ

ている。

わるものが数多く存在している。また、図３が

示すように、雲南市の人口は年々減少しており、

地域の担い手不足が地域課題となっている。こ

れらの課題解決のために雲南市では、移住・定

住政策を推進しており、そのなかで具体的には

「定住基盤の整備」と「人材の育成・確保」を

軸に取組みを行っている（図４）。

図２　調査対象地域

地理院地図に筆者加筆
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図３　雲南市の人口推移
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図４　雲南市の移住・定住促進に関わる取組み

雲南市の資料を基に筆者作成
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と繋げようとする側面をもっている。しかし、

ワーケーションは、様々な地域で移住・定住に

向けた解決策の一つとして捉えられがちである

が、そもそもは働き方や余暇と関わるものであ

り、移住定住と直接的に結び付けられる存在で

は必ずしもない。さらにワーケーションはこの

数年、特に新型コロナ禍が深刻な状況になって

いる中で注目されてきている存在であり、移住・

定住に繋がるかどうかが見通せない状況である。

さらに、移住や定住に関する取り組みは、UIター

ンに関する相談会や田舎暮らし体験などは従来

から数多く行われており、その効果についての

検証はこれからの段階であろう。

　また、こうした地域への移住・定住に至るま

でには多くのプロセスがあると考えられるが、

筆者が雲南市政策推進課に2021年９月に行った

雲南市の地域活性化の取り組み関する聞き取り

調査によると、その初期段階ともいえる観光と

最終段階である移住・定住に重点が置かれる傾

向にあり、その間の関係人口の創出の提示は十

分に行われていない点が指摘できる。そのため、

雲南市におけるワーケーションの政策的な取組

みは、さまざまな体験型プログラムを通して雲

南市の魅力を発見する初期段階における効果が

あるとともに、地域の人々との交流、関係人口

としての関わり方を促進する手段として有効で

　その中でも注目できるのは、ワーケーション

の具体的なプログラムとして、民間会社と雲南

市が共同で「雲南ふれ旅！ワーケーション」を

提供していることである。この企画は、『地域

を「みる」ではなく「ふれる」。小さな刺激が

あふれる雲南市で働く新しい過ごし方』をコン

セプトに、民間会社から派遣されるコーディネー

ターと相談しながら、各自がオリジナルのプロ

グラムを自由に組むことができるものである21）。

市内の宿泊施設に２泊以上宿泊し、市内に４ヶ

所あるワーキングスペースを利用するなどの条

件を満たした場合、行政から最大３万円の補助

が受けられる。

　このプログラムの特徴は、体験プログムを設

けているところにある。体験プログラムは「ビ

ジネス」「移住体験」「故郷」と３つのテーマに

沿って提供されている。「ビジネス」では、獣

害であるイノシシを使ったイノシシのソーセー

ジづくりや地域の伝統継承について考える和紙

漉き体験など地域課題に密着したものである。「移

住体験」では、薪割りなどの山仕事体験や農業

体験などがある。「故郷」では、住民主体のま

ちづくりについての講座への参加といったより

地域に入り込んだプログラムを体験できる。

　このプログラムは、「移住体験」を提供して

おり、ワーケーションを最終的には移住・定住

図５　雲南市の移住・定住促進の取組み

雲南市資料・「ほっこり雲南定住サイト」を基に筆者作成

https://www.hokkori-unnan.jp/index.php#navigation（2021年12月20日最終閲覧）

魅力の発信

• 雲南を体験（空き家見学
や田舎体験、先輩UI
ターン者訪問）

• オンライン移住相談

• UIターンフェアへの参
加

生活に関する支援

• 就職・新婚支援

• 移住者向けの支援

• 子育て世代向けの支援

• 住宅購入・建築支援

仕事に関する支援

• 起業・創業支援

• 就農支援（就農パッケー

ジ・Webサイト

「AGRISTART!」）
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このような施設を活用し、関係人口作りに向け

ての「関係作り」に一定の効果が出ていること

が聞き取り調査からも確認している。

　また、雲南市においては社会課題の解決に地

域と市内外の企業が取り組むシステムと支援体

制が存在する。実際に、富士通株式会社の企業

研修の受入などを行っており、これは業務型ワー

ケーションであるといえる。そのため、これら

現存の取り組みをより拡大し、継続していくこ

とが必要となる。

Ⅴ　おわりに

～移住・定住促進策における

ワーケーション～

　本研究では、ワーケーションの直接的かつ主

要なゴールを、本来の定義である観光や働き方

の範囲外であり、地方において希求されている

移住・定住に設定するのではなく、あくまでも

地域と関わるきっかけとして活用することにメ

リットがあることを指摘した。また、そのプロ

セスの中で観光資源はワーケーションを構成す

る一要素に過ぎないことが重要な点である。新

型コロナウイルスの感染拡大に伴うテレワーク

の推進により、ワーケーション促進の動きが活

発化するなかで、今後も各地域でワーケーショ

ンの推進が行われるだろう。その際に、地域が

受け入れる従業員や企業に対して、どのような

関わり方を提示できるかが今後の課題であると

いえよう。ワーケーションは、コロナ禍の現在

において、更にはポストコロナを展望した新し

い地域社会の取組みとして、まさに現在進行形

の形で進められている。今後も他地域の取組み

とも対比しながら論考を進めることを今後の課

題としたい。

注

１）令和元年７月18日に和歌山県と長野県の知事が

その設立に向けた宣言文に署名を行い、その宣

言文を受けて65団体を会員として正式に設立さ

れた。

出典：“和歌山県でのワーケーション実施の例”

はないか。そのため、図５における「魅力の発

信」にこの取組みは含まれる。また、雲南市は

観光資源が多くあるとはいえないが、ワーケー

ションで重視される観光資源は、質や量も通常

の観光とは異なるため、ワーケーションの可能

性をもつといえる。雲南市では、住民が主体と

なったまちづくりが行われており、個人型のワー

ケーションにおいて必要である「人」や「コミュ

ニティ」の存在を高める仕掛け22）は存在している。

移住・定住をゴールとするのではなく、関係人

口としての地域との関わり方をワーケーション

によって提示することで雲南市にとってワーケー

ションが有効であるといえる。例えば筆者が並

行して調査している島根県益田市（図において

は、図６にみられる一般社団法人豊かな暮らし

ラボラトリー（通称：ユタラボ）オフィス内に

ワークスペースが整備されている。このオフィ

スは、地域の人々とユタラボ職員が協力して作っ

た施設であり、ワークスペースの他に子どもと

大人のサードプレイスとしても提供されている。

図６　ワークスペースを提供している施設の様子

（2021年11月19日筆者撮影）
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